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［目的］　日本企業における従来型の転勤（勤務地の変更）施策には、総じて、勤労者本人
の意向が反映されにくいという問題点が残存している。とはいえ、諸企業の中には、新た
な施策によってこれを一部解消しつつある所も散見されうる。実際、筆者による聞き取り
（2007年実施）の対象とされた「両立支援」（従業員の仕事と私生活の両立に配慮する）
企業が、それに該当する。せっかくの新転勤施策を真に実効あるものとするには、どうす
ればよいか。本研究によって、その方途を探ることにしたい。
［方法］次の２種を主な使用資料とし、前者①の再分析によって新転勤施策の内容を把握し
たのち、後者②の読み解きを通じて本研究が目指す「方途」を明らかにする：①「両立支援」
企業４社からの聞き取りデータ。②1980年代後半の米国企業における人的資源管理の混迷
状況に打開の道を示したL. ベイリン著 （1993年）Breaking the Mold。
［結果と考察］（１）分析対象各社の転勤関連制度は、社員の自発性・主体性を尊重したキ
ャリア形成支援の一環として敷設されており、しかも不定期異動における社員意向の反映
装置として用いられていた。これによって、ともかくも、従来型転勤施策の問題点が一部
は解消に繋がると考えられた。
　（２）その一方で、当面の運用を女性限定とする制度が敷かれ、また運用実績も従業員規
模に比して低水準に留まっており、改善の余地を残していた。
　（３）L. ベイリン著書の主旨は、多様な生き方が共存する組織体の運営には、結局のと
ころ、メンバーがキャリア形成についての基本仮定（性別役割規範や業績評価基準など）
を問い直し、新たな組織文化をつくる必要があるというものであった。
　（４）そうした抜本的改革から誕生する新組織は、主に個人別の取り決めによって運営さ
れることになる。これは容易なことではないが、多様性は相互学習の機会となり、結局は
会社全体の業績向上に結びつく。転勤施策は人的資源管理の一部を占めるにすぎないが、
部分は全体と無縁ではない。ベイリンの提唱は一考に値すると思われた。
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【本研究の動機と目的】
　転勤（勤務地の変更）は勤労者とその家族の生活を変化させずにおかない。したがって転
勤を要請する側には、この点を十分に認識した上での施策が求められる。しかし、日本企業
の従来型転勤施策は、総じて、勤労者本人の意向を十分に汲み取らず、それゆえ家庭事情へ
の配慮も足りないという問題点を抱えている１）。
　この点は以前から指摘されてきたが、最近の例では、佐藤厚が『日本労働研究雑誌』
No.561（2007年）の掲載論文「単身赴任を伴う転勤を従業員が受け入れていること」におい
て再確認している２）。
　佐藤は、労務行政研究所の「転勤に関する取り扱いの実態調査」（2005年）を基に、「約85
％の企業が転勤者の選定は「会社主導」で行っており、本人の意向を尊重する企業は少ない。
しかもその傾向は1984年からの約20年間にわたってほとんど変わっていない」と述べ、2005
年まで延べ８か年次の数値を注記している。
　とはいえ、諸企業の中には、従来措置の改善や新たな制度の導入によってこの問題点を一
部解消しつつある所も散見されうる。たとえば、異動・配置の新施策として、アフラックは
「転勤なし社員向け一時転勤制度」、旭化成は「人事責任者会議と公募制度」を導入し、富
士ゼロックスでは「キャリア相談室」を設けたという３）。
　また実際、従業員の仕事と私生活の両立に配慮する「両立支援」企業からの聞き取り（2007
年実施）でも、対象５社が確かにその種の転勤施策を講じていた。ただし、そこにはまだ、
今後に改善の余地が残されている印象を受けた４）。
　では、いったいどのようにしたら、こうしたせっかくの新施策が一時的・形式的なもので
終わらず、実際にも効力を発揮するようになるだろうか。本研究によって、新転勤施策を実
効あるものとする方途を探ることにしたい。
【方法】
　次の２種を主な使用資料とし、前者①の再分析によって新転勤施策の内容を把握したのち
後者②の読み解きを通じて本研究が目指す「方途」を明らかにする： ①2007年聞き取りの
対象となった「両立支援」企業５社のうち、複数の新制度が確認された４社からのデータ。
②1980年代後半の米国企業における人的資源管理の混迷状況に打開の道を示したL. ベイリ
ン著（1993年）Breaking the Mold５）。
　上記資料①による再分析の具体的なねらいと分析対象４社の基本属性、および資料②の概
要と本研究でこれを使用する理由は、以下のとおりである。
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１．聞き取りデータ再分析のねらいと分析対象４社の基本属性
　「両立支援」４社から得た聞き取りデータの再分析によっては、各社においてどのような
新施策が講じられ、その結果、前述した従来型施策の問題点はどれほど解消されつつあるか、
それでもまだどこに課題が残されているのか、を把握する。
　表１が分析対象４社の基本属性である。まず業種別では、製造業と金融の２種で各２社。
創立年は新旧間で約70年の差があり、社員数についても、最多のA社は最少D社の約10倍と
なっている。ただし、女性社員比率ではD社が最高である。
表１　分析対象４社の基本属性
企業名 事業内容 創立年 社員数(人) 女性社員比率
Ａ社 家電機器製造 1904年 30,978 10.9%
Ｂ社 衛生陶器製造 1917年 7,780 21.3%
Ｃ社 損害保険サービス 1892年 8,181 35.0%
Ｄ社 多目的金融サービス 1964年設立 3,101 40.4%
(注)社員数と女性比率は06年３月末現在の数値である。
２．Ｌ．ベイリン著（1993年） Breaking the Moldの概要と使用理由
　本研究の目的の遂行にとってL. ベイリン著（1993年）が役立つと思える理由は、次の４
点である６）。
（１）一般に、日米間の社会現象には10年から15年のタイムラグがあるといわれるが、当該
文献が扱う1980年代後半の米国企業における人的資源管理状況も、最近の日本企業のそれと
近似して見えること。
　当時の米国企業は、すでに同年代初期からダイバーシティ・マネジメント（人材の多様性
を活かす経営）７）の一環として始まっていた「ファミリー・フレンドリー」施策が、家族形
態の多様化によって次第に、個人単位の「仕事と生活支援」を意味する「ワーク／ライフ」
支援へと代わる時期に在った８）。しかし、この新施策をうまく進めている所は少なく、大半
が頓挫していた。この混迷状況は、本文献１章に描かれている。
　その「ワーク／ライフ」支援が「ワーク・ライフ・バランス」として日本で話題になり始
めたのは、ようやく数年前の2002年ごろのことである９）。日本における同施策の状況を概観
すると、育児休業取得者率の男女差に象徴されるとおり、制度利用者が女性に偏在する傾向
が認められ10）、その新施策がうまく機能しているとは言い難い。
（２）本文献は米国企業の人的資源管理における混迷状況の根本原因を究明した上で、今後
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の方向を示唆していること。
　本書によれば、根本原因は労使双方のキャリア観にあり、施策の実を上げるには発想の転
換を促すと共に、従業員の生活バランスへの支援を経営全体の核と位置づける、抜本的な改
革が必要であるとされる。
　すなわち、従業員たちのニーズに応えて両立支援を行っている所でもさほど効果が上がっ
ていないのは、労使共に、会社全体の生産性向上には長時間労働によるコミットメントが不
可欠とする基準で業績評価を行い、また仕事と家庭の両立は働く既婚女性だけの課題だとす
る決め付けから、両立支援施策を周辺事項に留めておくせいではないかとみるのである。
　この部分が本書における主張の核心を成しており、２章から６章の５つの章にケース・ス
タディ３件を織り込み、平易かつ丹念に説いている。
（３）さらに本書は、必要とされる抜本的な改革をどう進めるかの手順を示し、組織変革の
過程で遭遇するであろう諸困難にどう立ち向かうかも教示する。これはとくに後半の７章「変
革への道」に詳しい。
（４）その上、終章の８章「未来を描く」では、丁寧にも、変革後に誕生する新たな組織世
界のイメージを具体的に提示する。
【結果と考察】
１．分析対象４社の転勤関連制度における共通傾向（表２参照）
　近年、人材の流動化を背景に、「人材育成こそ企業経営の基礎」といった全社的観点に立ち、
社員のキャリア形成を、従来の組織主導から個人の自発性・主体性の尊重に転換する企業が
増えてきた11）。このような動きは、本分析対象４社にも生じている。
　表２は、対象４社における転勤関連制度と運用実績の概況を要約したものである。同表で
まず制度名欄を見ると、そこには、自己申告制や社内公募制といった、個人の自発性に基づ
く制度名が並んでいる。これに備考欄のコメントを加味すると、各社とも個人主体のキャリ
ア形成支援を行っており、その一環としてそうした転勤関連制度を敷いていることが読み取
れてくる。
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表２　分析対象４社における転勤関連制度と運用実績の概況
企業名 制度名 対象者 運用実績 備考
A社
グループ内公募制度 勤続３年以上 ９名（05年度） キャリア開発支援の一環
転勤意向の表明可社内ＦＡ制度 勤続５年以上 24名（05年度）
B社
キャリア申告制度 全社員 年１回、異動希望表明可
職群変更試験制度 全社員
Ｎ→Ｉ職群：
25（女性８）名
業務幅／勤務地の変更可
公募制度
・（上司）推薦公募
・社内公募
勤続５年以上で
現職３年以上
22名 97年開始の求人求職制
０名 03年開始で推薦は不要
ジョブリクエスト ２名（05年度） 03年開始の社内求職制
キャリアＦＡ制度
50歳以上の
管理職
勤務地の選択も可
C社
キャリアトライ制度 現職１年以上 社内公募制度
フィールド転換制度 勤続３年以上 転勤範囲の変更可
自己申告制度 全社員 年１回、本人希望表明可
配偶者同行制度 女性社員 ５名（06年末） 05年10月開始の同居転勤
転居転勤制限制度 女性社員 育児期間中の特典
D社
自己申告制度
勤続２年以上
この10年間で
単身赴任増
異動希望の表明可能
→全国型社員中の６～７％
キャリア・チャレンジ制度 05年開始の社内公募制
ファミリーメイツ制度 女性社員 18名（06年度）
職種転換付き復帰制度
（85年度導入）
（注）実績欄において、（　）のない場合は実査時点を示し、また、空白は不明箇所を指す。
２． 制度運用面の共通傾向
（１）定期異動と不定期異動の使い分け
　表示には馴染まないものの、聞き取りを通じて判明した点として、この４社では、定期と
不定期の２種類の異動を転勤の二大目的別に使い分けていたという事実がある。
　すなわち、日本企業において転勤や異動は一般に、職務再編成や適材適所の実現といった
業務上の必要と、多様な職務経験による従業員の能力向上ないし人材育成を目的として講じ
られる12）が、この４社では前者つまり業務上必要な転勤を「定期異動」の形で発令し、後
者つまり教育訓練のための転勤は「不定期異動」として社員に選ばせることにしていた。
　表２に明示された自己申告制や社内公募制は、定期異動ではなく不定期異動における本人
意向の反映装置として用いられているわけである。
（２）「不定期異動における本人意向の反映」をどう解釈するか
　本稿の【目的】冒頭で述べたとおり、勤労者本人の意向が反映されにくいことが日本企業
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の従来型転勤施策における問題点である。したがって、たとえ自己申告制や社内公募制によ
る本人意向の反映が不定期異動の場合だけに留まるとしても、それは問題点の一部解消には
繋がりうると考えられる。
　現に、前掲の佐藤厚も、厚生労働省『就労条件総合調査結果』を基に、平成２年から16年
までの単身赴任の推移を表示して、「（有配偶）女性の単身赴任までが微増する状況下にあっ
ては、ライフステージに応じたワーク・ライフ・バランス実現の見地から本人意向重視型の
キャリアを構築していく必要性は高いというべきだろう」と述べている13）。日本企業の転勤
施策は、今後、こうした生活バランスのニーズに沿った方向をとる必要がある。
　問題点のすべてが解消されているわけではない現状には、率直に言って歯がゆい思いも残
るが、重要なのは、これを契機としてさらに次の段階に歩を進めることであろう。
３． 女性社員限定の制度運用
　次に、表２の対象者欄に注目すると、C社における配偶者の転勤に対応した同行制度や転
勤制限制度、そしてD社のファミリーメイツ制度（復帰／再雇用制度）は、女性社員向けと
なっている。しかも、C社の転勤制限制度は彼女たちへの育児支援でもある。
　これをポジティブ・アクション（積極的な平等推進）のための「当面の」措置と解釈する
にしても、私生活における困難は育児ばかりではなく、また、子育ては女性だけが担うもの
と決まっているわけではない。夫婦共働きがいっそう増加すると見込まれている今日、施策
の実を上げるには、まず、こうした女性限定の制度運用を今後どのようにしていくか、労使
間で検討する必要があるだろう。
　日本企業の両立支援施策についても、本研究が扱う転勤施策と同様、利用が女性に偏在し
やすいといった運用上の問題点が指摘され、根源的・基本的な事柄の問い直しが求められて
いる。たとえば、武石恵美子は「働き方の見直し」14）を、岩田三代は「意識の切り替え」15）
を、そして大沢真知子は「職場風土の改革」16）を提唱している。
４．低水準に留まる運用実績
　表２の運用実績欄でとくに空白の多いC社以外の数字を概観する限り、他の３社とも制度
の種類こそ揃えてはいるものの、その運用となると、従業員規模に比してまだ低水準に留ま
っている印象が否めない。備考欄からも分かるように、これは制度導入から間もないせいで
もあると考えられる。今後に期待したい。
５．Ｌ. ベイリン著書の主旨
　Ｌ. ベイリン著書の主旨は、多様な生き方が共存する組織体の運営には、結局のところ、
メンバーがキャリア形成についての基本仮定（性別役割規範や業績評価基準など）を問い直
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し、新たな組織文化をつくる必要があるというものである。
　すなわち、従業員の生活バランス支援に関わる新施策を真に実効あるものとするには、そ
の場限りの一時的措置や周辺事項に留めるのではなく、発想の転換を伴い経営の根幹にも関
わる抜本的な変革が欠かせないというわけである。
　これは、いわば一時しのぎの対症療法ではなく、根本治療による体質改善の勧めであり、
上記３．の末尾に示した武石、岩田、および大沢の提唱にも通じるものと言える。
　では、より具体的には、従来のどんな仮定を今後どのようなものに改めればよいのか。
６． 「旧仮定」対「新仮定」
　本書２章から６章には従来型仮定の弊害がケースを交えて詳述され、７章ではそれらを要
約・整理する形で従来の旧仮定と今後の目指すべき新仮定が対比されている（図１）。した
がって、上記５．末尾の問いについては同７章がとくに参考になる。
図１（原著図７－１の邦訳）
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　前者つまり旧仮定の成分は、連続的なコミットメント、統制による投入量の管理、および
画一的な見識や価値観であり、後者つまり新仮定のそれは、非連続的なコミットメント、信
頼に基づく成果責任、および多様なライフスタイルを通しての学習である。ここで「学習」
とは、求められるニーズに応じて基本仮定を検討し修正することと定義されている。
７．制度の変更に伴う諸問題とその対策
　L. ベイリンによれば、制度の変更に伴い生起すると予想される諸問題のうち、家庭ない
し私生活のニーズに関わるものについては、これを二次的な事柄であると軽視してしまわず
に、むしろそれを起点とした対応が望ましい。
　たとえば、家族との時間をふやしたいと思えば、労使双方で仕事への取り組み方を工夫し
てそのニーズに応えられるようにするとよい。仕事のやり方が変わることによって、旧仮定
では仕事遂行の前提条件であったコミットメントが、いまや成果に転化してさらに高まり、
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生産性も向上する。
　こうしたプロセスを経て、遂には仕事－家庭間の個人的な葛藤も和らぐことになる（図２）。
図２（原著図７－２の邦訳）
家庭のニーズ
↓
仕事のやり方の変更
↓
コミットメント
↓
生産性／質
８．新仮定に基づく組織のイメージ
　旧仮定を払拭したのちの新たな仮定に基づく組織とは、いったいどのようなものか。L. 
ベイリン著書の８章によれば、それは以下のように描かれる。
（１）新たな仕事－家庭観を基盤とする組織。
（２）労働時間とコミットメントの定義が改められた組織。
（３）性別分離の緩和によって各人の個性が尊重される組織。
（４）相互信頼に基づく労使関係が築かれた組織。
　　　この結果、従業員は細かな指図を受けることなく、自己の裁量で仕事が進められる。
（５）業務上の必要を優先させずに済み、公私のバランスがとりやすくなる。
（６）家庭や地域でのケアが十分に支援されるので、社会病理が減る。
（７）だれにとっても、自分の人生をどう生きるかについての選択の機会がふえる。
（８） 一人ひとりが自己の主体性に基づいて行動するようになる。
　　　 その分、己を知る必要度も増すので、これは必ずしも容易な所作ではないものの、実
現に至れば、次項に示すような結果を生む。
（９）男女は性差を超えて利害得失を共有できることになる。
９．新組織の運営方法
　さて、そうした新組織の運営は、どんな方法によればよいのか。従来の画一的なやり方は
もう通用しないであろう。
　L. ベイリンによれば、そこでは主として個人別の取り決めが用いられることになり、そ
れゆえ職務遂行の要件をもっと慎重に定義する必要があるという。
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　個人別の対応となると、なかなか煩雑で苦労が多く、その分工夫も必要になるだろう。ま
た余分な人手が掛かり、費用も嵩むにちがいない。しかし、L. ベイリンによれば、メンバ
ーの多様性は相互学習の機会となり、マイナスに見える面を補って余りある価値を生むとさ
れる。
　一人ひとりの個性を尊重するダイバーシティ・マネジメント。これを今後どう展開して行
くかが、新組織運営の鍵と考えられてくる。
【まとめと提言】
　近年、新転勤施策によって従来型施策の問題点を一部解消に繋げつつある企業が散見され
うる。こうした新施策を実効あるものとするにはどうすればよいか。「両立支援」企業４社
のデータを再分析しL.ベイリン著（1993年）を読み解いて、その方途を探索したところ、以
下のような知見を得た。若干の提言を添えて結びとさせていただく。
（１）分析対象各社は社員の自発性に基づくキャリア形成支援の一環として自己申告制や社
内公募制といった転勤関連制度を敷いており、しかも、それらを不定期異動における本人意
向の反映装置として用いていた。たとえ不定期異動に限られるとしても、これによって従来
型転勤の問題点が一部は解消されるわけであり、初めの一歩として今後に期待が持てる。
（２）ただし、配偶者の転勤に対応した同行制度や転勤制限制度を女性限定の運用としてい
る点、また、従業員規模に比して運用実績が低水準に留まる点は、検討の余地を残している。
（３） L. ベイリン著書の主旨は、多様な生き方が共存する組織体の運営には、結局のところ、
構成メンバーがキャリア形成についての基本仮定（性別役割規範や業績評価の基準など）を
問い直し、新たな組織文化をつくる必要があるというものである。
（４）新旧仮定の対比によって新仮定の要点が把握され、目指すべき方向は新仮定に基づく
新組織であるとされた。そこでは、一人ひとりが性差を超えて主体的に行動するので、その
運営はもっぱら個人別の取り決めによって行われる。
（５）個人別の対応は煩雑で苦労も多いが、多様性は相互学習の機会となり、組織の活性化
に繋がる。ダイバーシティ・マネジメントをどう進めるかが、新組織運営の鍵と考えられた。
※
　転勤施策は確かに人的資源管理の一部を占めるにすぎないが、部分は全体と無縁ではなく、
まして、転勤は勤労者と家族の生活環境を変化させずにおかない重大な事象である。いつま
でも周辺事項に留めてはおかず、そろそろ、ベイリンが示唆するような抜本的変革を始める
時期に来ているのではないだろうか。
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　一人ひとりの意思が反映され家族の事情も斟酌される転勤施策、ひいては組織運営を、切
望してやまない。
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